
平成29年度事務事業評価シート

平成29年６月28日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成29年度）

２　実施結果 (単位　円）

No.257

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

250,000

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他特定財源

一般財源 250,000 250,000 250,000

財源合計 250,000 250,000

250,000 250,000

非常勤職員等

事業費 250,000 250,000 250,000

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

内　　容
　諸経費等の値上がり等で運営が困難な状況にある私立幼稚園に対し補助を行
う。

コ
ス
ト

区  分 平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 250,000

生涯を通じて学
び豊かな心を育
むまちづくり

生涯学習の推進 幼児教育 幼児教育の充実 私立幼稚園への助成

関連する個別 計画

Ｐ124 4 Ⅰ 2 （1） ④

事 業 番 号 331 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 私立幼稚園助成事業

会計 01 09 01 02 事 業 開 始 年 度 平成予 算 科 目 コ ー ド

目　　的
　幼児教育を奨励するため、私立幼稚園に対し運営費及び管理費の補助を行
う。

対　　象 　宮上幼稚園

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

学校教育課（私立幼稚園助成事業）



３　平成28年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成30年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

　特になし

平成30年度以降の
方向性

　諸経費の増を考慮し、補助額の見直しを検討する必要がある。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　私立幼稚園の運営を助成することにより、幼児
教育の充実を図る。

　特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成29年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

  私立幼稚園運営の円滑化を図り、園児に適切な環
境を提供のために必要。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
  幼児教育の振興充実により、間接的に保護者の教
育費負担の軽減を図ることができる。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 5

  私立幼稚園に対し運営費の補助を行い教育条件
の維持向上を図ることができる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 4

  私立幼稚園と公立幼稚園の公平性の確保を図っ
ている。

平成28年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　特になし

委託・指定管理
導入の可能性 3

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

　私立幼稚園に対する補助金交付事業であるため。

学校教育課（私立幼稚園助成事業）



平成29年度事務事業評価シート

平成29年６月28日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成29年度）

２　実施結果 (単位　円）

No.258

事 業 番 号 334 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 小中学校児童生徒作品展開催事業

Ｐ126 4 Ⅰ 3 （1） ①

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関連する個別 計画

目　　的
　湯河原小・中学校の児童生徒の作品を町立図書館に展示し、小・中学校の学
習の成果の発表と鑑賞の機会を提供することで、児童生徒の多彩な学習の成果
を住民に知ってもらい、開かれた学校運営を目指す。

対　　象 　町立小・中学校の児童・生徒

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学
び豊かな心を育
むまちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

特色ある教育の推進

内　　容
　湯河原小・中学校の児童生徒の作品を１１月下旬～12月上旬に町立図書館に
展示し、小・中学生の学習の成果の発表と鑑賞の機会を提供する。

コ
ス
ト

区  分 平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 90,000 90,000 90,000

非常勤職員等

事業費 90,000 90,000 90,000

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 90,000 90,000 90,000

財源合計 90,000 90,000 90,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

学校教育課（小中学校児童生徒作品展開催事業）



３　平成28年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成30年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　小中学生の学習成果の発表と鑑賞の機会を提供
し、成果を住民に知ってもらい、開かれた学校運営
を目指す。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
　児童・生徒の作品を広く発表する機会があることで
児童・生徒の学習意欲の向上を図ることができてい
る。

平成28年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　特になし

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 　湯河原町教育研究会に委託し実施。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 5

　作品展として町民等多くの方に児童・生徒の学習
成果を知ってもらえる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 5

　児童・生徒全員の作品の中から優秀作品を選定し
ている。

　特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成29年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

平成30年度以降の
方向性

　現状維持

総 合 評 価 継続（現状維持）
　児童・生徒の作品を広く発表する機会があるこ
とで児童・生徒の学習意欲の向上が期待できる。

学校教育課（小中学校児童生徒作品展開催事業）



平成29年度事務事業評価シート

平成29年６月28日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成29年度）

２　実施結果 (単位　円）

No.259

事 業 番 号 335 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 教職員等研修事業

Ｐ127 4 Ⅰ 3 （1） ⑨

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関連する個別 計画

目　　的 　教職員の資質の向上を図るため研修事業を実施する。

対　　象 　全教職員

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学
び豊かな心を育
むまちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

教育研究・教職員研
修の充実

内　　容
　湯河原町幼保小中連携研修会及び湯河原町人権教育研修会として、人権教
育を主とした研修会を開催。

コ
ス
ト

区  分 平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 62,090 43,883 72,000

非常勤職員等

事業費 62,090 43,883 72,000

研修会実施回数 回 2 2 2

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 62,090 43,883 72,000

財源合計 62,090 43,883 72,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

学校教育課（教職員等研修事業）



３　平成28年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成30年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　公立幼・小・中学校教職員の資質向上のために必
要である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
　子どもたちを取り巻く社会は日々多様化・複雑化し
ており教職員に対し広い見識が求められる中で毎年
研修会を実施し、教職員の資質向上を図った。

平成28年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　特になし

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3 　町教育委員会が主導で実施する教職員に対する講演会であるため。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 4

　効果の測定は難しいが教職員の学習機会を確保
することで見識の底上げが期待できる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 5

　２回のうち１回は保育園との連携として保育士まで
参加範囲を拡大し実施している。

　特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成29年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

平成30年度以降の
方向性

　継続実施する。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　教職員の資質向上のために継続実施する必要
がある。

学校教育課（教職員等研修事業）



平成29年度事務事業評価シート

平成29年６月28日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成29年度）

２　実施結果 (単位　円）

No.260

事 業 番 号 336 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 人権問題研究会等参加事業

Ｐ126 4 Ⅰ 3 （1） ⑤

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関連する個別 計画

目　　的 　人権に対する知識と認識を深める。

対　　象 　教育委員会事務局職員

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学
び豊かな心を育
むまちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

人権教育の推進

内　　容 　同和三団体の研究会への参加や雑誌等の購入。

コ
ス
ト

区  分 平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 97,071 99,483 126,000

非常勤職員等

事業費 97,071 99,483 126,000

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 97,071 99,483 126,000

財源合計 97,071 99,483 126,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

学校教育課（人権問題研究会等参加事業）



３　平成28年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成30年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 4

　人権団体主催の研究会等に参加することで人権に
関する知見を深めることができる。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

4
　必要に応じて学校の教職員に情報提供を行うこと
で学校教育の充実に寄与することができる。

平成28年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　特になし

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3 　同和三団体の研究会への参加や雑誌等の購入事業であるため。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 4

　人権団体主催の研究会等に参加することで人権
団体に対し町教育委員会の姿勢を示すことができ
る。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 4

　研究会等の参加内容を学校現場にフィードバック
できない部分がある。

　特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成29年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

平成30年度以降の
方向性

　現状維持

総 合 評 価 継続（現状維持）
　人権団体主催の研究会等に参加することで人
権に関する知見を深めることができる。

学校教育課（人権問題研究会等参加事業）



平成29年度事務事業評価シート

平成29年６月28日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成29年度）

２　実施結果 (単位　円）

No.261

事 業 番 号 337 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 小学校音楽会開催事業

Ｐ126 4 Ⅰ 3 （1） ②

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関連する個別 計画

目　　的 　優れた演奏家などの音楽を聴くことにより、情操を深める。

対　　象 　町内小学校児童

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学
び豊かな心を育
むまちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

小学校教育の充実

内　　容
　町内小学校の児童が町民体育館に集い、日常の音楽活動の成果を発表しあ
い、交流の輪をひろげ、優れた演奏家の音楽を聴く。

コ
ス
ト

区  分 平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 220,000 220,000 220,000

非常勤職員等

事業費 220,000 220,000 220,000

実施回数 回 1 1 1

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 220,000 220,000 220,000

財源合計 220,000 220,000 220,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

学校教育課（小学校音楽会開催事業）



３　平成28年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成30年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　優れた音楽家の演奏を直接聴くことにより豊かな心
を育むことができる。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
　３小学校合同で開催することで、全小学校の児童
を対象に情操を深めることができている。

平成28年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　３小学校体育館において、持ち回りで実施していたが、会場の利便性を考慮し
平成27年度から町民体育館で実施することとなった。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 　湯河原町教育研究会に委託。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 5

　質の高い生の演奏を直接聴くことで情操を深める
ことができる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 4 　実施内容から小学校４・５年生を対象としている。

　特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成29年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
  特になし

平成30年度以降の
方向性

  現状維持

総 合 評 価 継続（現状維持）
　質の高い生の演奏を聴くことができ情操を深め
ることができる。また、３小学校の交流も期待でき
る。

学校教育課（小学校音楽会開催事業）



平成29年度事務事業評価シート

平成29年６月28日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成29年度）

２　実施結果 (単位　円）

No.262

事 業 番 号 346 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 校外体験学習推進事業

Ｐ126 4 Ⅰ 3 （1） ①

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関連する個別 計画

目　　的
　郷土の特色ある地場産業、自然を実地に体験することで、町民の一員として、
自分の住む町をより理解し、郷土愛が育まれる。

対　　象 　町内小学校児童

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学
び豊かな心を育
むまちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

特色ある教育の推進

内　　容

次の体験教室を開催する。
・お茶摘み体験（児童が茶摘みを体験し、そのお茶を給食等で試飲することにより、農業に対する
 理解を深める。）
・温泉入浴体験教室（こごめの湯で温泉の入り方とマナーを学ぶ。）
・稚鮎の放流体験（郷土の自然や生き物へのいつくしみを深める。）

コ
ス
ト

区  分 平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 483,328 522,596 761,000

非常勤職員等

事業費 483,328 522,596 761,000

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 483,328 522,596 761,000

財源合計 483,328 522,596 761,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

学校教育課（校外体験学習推進事業）



３　平成28年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成30年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　地場産業や自然を体験することについて郷土で学
ぶことができる。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5 　町内の関係団体に協力をいただき実施している。

平成28年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　特になし

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 2

　湯河原の特色ある授業として、町内の関係団体の協力により実施してい
るため

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 5

　地域の産業など身をもって体験することで地域を
考える機会を作りだし、教育の充実につながっていく
と考える。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 5

　学習状況に合わせた特定の学年で毎年実施して
おり、多くの児童が参加している。

　特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成29年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　児童の送迎について、平成28年度からバス借上料を予算化し、授業の安全性
の向上を図った。

平成30年度以降の
方向性

　現状維持

総 合 評 価 継続（現状維持）
　湯河原の特色ある授業として、町内の関係団体
の協力により実施している。

学校教育課（校外体験学習推進事業）



平成29年度事務事業評価シート

平成29年６月28日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成29年度）

２　実施結果 (単位　円）

No.263

事 業 番 号 1056 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 子どもフォーラム開催事業

Ｐ126 4 Ⅰ 3 （1） ①

事 業 開 始 年 度 平成 23

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関連する個別 計画

目　　的
　「笑顔あふれる最高の楽校（がっこう）」（平成23年度湯河原町子どもフォーラム
宣言）の実現と、児童・生徒が主体的に活動できる場を設定することにより、よりよ
い「小・小連携」「小・中接続」の実現を目指す。

対　　象 　町内各小中学校の児童・生徒

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学
び豊かな心を育
むまちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

特色ある教育の推進

内　　容
　児童・生徒が主体的、協働的に活動できる場を、年間７回設定することで、自分
たちの手でよりよい学校、町を創る意識を高め、行動する児童・生徒を育成する。

コ
ス
ト

区  分 平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 147,708 259,325 283,000

非常勤職員等

事業費 147,708 259,325 283,000

子どもフォーラム開催数 活動できる場の設定 回 7

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 147,708 259,325 283,000

財源合計 147,708 259,325 283,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

学校教育課（子どもフォーラム開催事業）



３　平成28年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成30年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　児童・生徒が自分たちの学校、町を大切に思い、
よりよくしていこうとする意識や行動に繋げるために、
町が実施する必要がある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
　町出身の方に、コーディネートしていただくことで、
町を愛するという共通項を持って、事業を行うことが
できる。

平成28年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　年間実施回数を増加させ、また、大学生等の参加を企画することで、様々な児
童・生徒が参加しやすい状況を設定した。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 2 委託は可能だが、委託料の金額の問題がある

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 5

　昨年度も参加した児童・生徒が、今年度も参加す
るという循環が生まれているが、個々の生活スタイル
の変化により、参加ができない場合もある。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 5

　児童・生徒たちの手で、「笑顔あふれる最高の楽校
（がっこう）」を実現することで、町立学校に通う全て
の児童・生徒に還元することができる。

　特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成29年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　より一層参加しやすい状況を設定するため、映画上映会、青空ダイアログ（対
話）、新版防災ロゲイニング等、子どもフォーラムの目的から逸脱しない範囲での
行事を企画している。

平成30年度以降の
方向性

　地域住民にも、積極的に参加していただけるような事業に発展させる。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　主体的、協働的に行動し、考えることができる児
童・生徒を育成するために有効な事業と考えてい
る。

学校教育課（子どもフォーラム開催事業）



平成29年度事務事業評価シート

平成29年６月28日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成29年度）

２　実施結果 (単位　円）

No.264

事 業 番 号 1006 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 学びづくり推進事業

Ｐ126，Ｐ127 4 Ⅰ 3 （1） ①　⑨

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関連する個別 計画

目　　的

　児童・生徒及び地域の実情や課題を踏まえ、基本的な知識及び技能を習得さ
せ、課題を解決するための思考力・判断力・表現力等をはぐぐみ、主体的に学習
に取り組む姿勢を養うことで、児童・生徒の学力向上を図る。
　また、特色ある湯河原の学校教育の推進、教育における「現代的課題」への取
組、教育研究組織の活性化、教職員の意識改革と意欲向上を図る。

対　　象
　町内小中学校の児童・生徒
　全教職員

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学
び豊かな心を育
むまちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

・特色ある教育の推進
・教育研究・教職員研修
の充実

内　　容
　「かながわの学びづくり推進事業」は終了したが、町独自で事業を継続し、各学
校での創意工夫を生かした、教職員の授業力向上、及び授業改善を図る。

コ
ス
ト

区  分 平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 483,328 500,601 645,000

非常勤職員等

事業費 483,328 500,601 645,000

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 483,328 500,601 645,000

財源合計 483,328 500,601 645,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

学校教育課（学びづくり推進事業）



３　平成28年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成30年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　町の児童・生徒の実態、町立学校の状況、それら
を取り巻く町の状況を反映した取組みを実現するた
めには、町の事業として実施する必要がある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
　校内研究会に、外部講師を複数回招聘すること
で、理論と実践がつながり、質の高い研究会を実施
でき、授業力向上、授業改善が図れる。

平成28年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　福浦幼稚園にも、外部講師を招聘することで、公教育における幼小中の「学び」
の連続性を意識した取組みを行った。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3

　町の児童・生徒の実態、町立小・中学校の状況、それらを取り巻く町の状
況を反映した取組みを実現するためには、町が主導で行うべき事業であ
る。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 5

　継続して同じ講師を招聘することができ、町立学校
教職員の授業力向上、実践的指導力の向上に多大
な効果を得られている。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 5

　町立小・中学校に通う全ての児童・生徒に対して、
質の高い授業を提供することが、公教育の目指すべ
き方向である。

　特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成29年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　町立学校同士で授業を見学し合うだけでなく、町外のよりよい実践を吸収し、本
町の公教育に還元するため、教職員が先進校のみならず、近隣市町村の校内
研究会等にも積極的に参加できるように働きかける。

平成30年度以降の
方向性

　町立保育園と、「学び」の部分を共有し、義務教育を終えるまでに、町としてど
のような生徒を育てたいかを明確にした上で、幼保小中の情報連携・行動連携を
図っていく。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　教職員の授業力向上、及び授業改善を図るた
め、継続的な実施が必要である。

学校教育課（学びづくり推進事業）



平成29年度事務事業評価シート

平成29年６月28日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成29年度）

２　実施結果 (単位　円）

No.265

事 業 番 号 1167 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 教育委員会事務点検・評価実施事業

Ｐ127 4 Ⅰ 3 （1） ⑪

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関連する個別 計画

目　　的

　教育委員会は、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検
及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し公表しなければならないとさ
れており、点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の
知見を図るものとされている。

対　　象 　教育委員会事務局

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学
び豊かな心を育
むまちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

教育行政における諸
問題の検討

内　　容
　湯河原町教育委員会基本方針に定める施策に関する事務の管理執行状況に
ついて、学識経験者により点検及び評価を実施し、広く公表するとともに今後の
施策に役立てる。

コ
ス
ト

区  分 平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 68,990 73,990 77,000

非常勤職員等

事業費 68,990 73,990 77,000

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 68,990 73,990 77,000

財源合計 68,990 73,990 77,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

学校教育課（教育委員会事務点検・評価実施事業）



３　平成28年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成30年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　地方教育行政法に基づき教育委員会が行う事務
事業について第3者による点検・評価を実施する必
要がある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
　委員の理解と協力により評価していただいている
のが現状である。

平成28年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　特になし

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3 　外部委員を委嘱し、調査委員会で評価を実施している。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 5

　法に基づき第3者委員により適正に評価いただい
ている。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 5

　法に基づき議会（委員会）に報告するとともにホー
ムページに掲載し広く周知している。

　特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成29年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

平成30年度以降の
方向性

　現状維持

総 合 評 価 継続（現状維持）
　教育委員会事務の点検・評価は、法律に基づ
き実施が必要なもの。

学校教育課（教育委員会事務点検・評価実施事業）



平成29年度事務事業評価シート

平成29年６月28日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成29年度）

２　実施結果 (単位　円）

No.266

事 業 番 号 1197 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 小中学校図書館司書配置事業

Ｐ126 4 Ⅰ 3 （1） ②③

事 業 開 始 年 度 平成 27

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関連する個別 計画

目　　的
　小中学校の図書館には、司書教諭が配置されているが、専任ではないため、
非常勤の学校司書を置くことにより、司書教諭をサポートし、学校図書館の運営
の改善及び向上や、児童・生徒の学校図書館の利用促進を図る。

対　　象 　町内小中学校の児童・生徒

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学
び豊かな心を育
むまちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

小学校教育の充実
中学校教育の充実

内　　容
　非常勤学校図書館司書の配置、学校図書館システムの更新及び学校図書館
専用ポータルサイトの運営。

コ
ス
ト

区  分 平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 614,860 711,495 820,000

総事業費 614,860 841,095 950,000

非常勤職員等 614,860 711,495 820,000

事業費 0 129,600 130,000

非常勤学校司書数 人 1 1 2

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 614,860 841,095 950,000

財源合計 614,860 841,095 950,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

学校教育課（小中学校図書館司書配置事業）



３　平成28年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成30年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　学校図書館法に学校図書館司書設置の努力義務
規定があり、学校図書館の充実も含め司書を配置す
るもの。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5 　学校図書館の充実を図ることができる。

平成28年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　平成26年の補正予算により、図書館システムの入れ替えと非常勤学校図書館
司書を予算化し学校図書館の充実を図った。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 2

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 5

　学校図書館の充実及び環境改善と児童・生徒の
学校図書館の利用を図ることができる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 5

　小・中学生の児童・生徒は受益の機会が均等であ
る。

　特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成29年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

平成30年度以降の
方向性

　司書の配置が４校で１名となっているが、増員について検討したい。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　学校図書館の司書教諭は、担当教科やクラス
担任を持っており不在が多いので、学校司書の
配置が必要となる。

学校教育課（小中学校図書館司書配置事業）



平成29年度事務事業評価シート

平成29年６月28作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成29年度）

２　実施結果 (単位　円）

No.267

事 業 番 号 1252 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 校務支援システム整備事業

Ｐ127 4 Ⅰ 3 （1） ⑩

事 業 開 始 年 度 平成 28

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関連する個別 計画

目　　的
　学校における成績管理や出欠管理などの教員が行う校務について、情報の漏
えい防止や校務の負担軽減を図るためのシステムの導入。

対　　象 　湯河原中学校

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学
び豊かな心を育
むまちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

教育施設・設備・整備
の推進

内　　容 　校務支援システムを中学校へ先行導入する。

コ
ス
ト

区  分 平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 0 797,040 1,595,000

非常勤職員等

事業費 797,040 1,595,000

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 0 797,040 1,595,000

財源合計 0 797,040 1,595,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成27年度 平成28年度 目標値

学校教育課（校務支援システム整備事業）



３　平成28年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成30年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　教職員の校務用のものであり、町が整備する必要
がある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
　成績処理や出欠等管理が効率的に行うことができ
る。

平成28年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　特になし

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3 　本事業はシステムの借上料であるため。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 5

　教職員の多忙の解消についても一定の効果がある
と考えている。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 5 　教職員の校務負担の軽減が期待できる。

　特になし

総 合 評 価 完了

平成29年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　平成29年４月から本格的な運用を開始。

平成30年度以降の
方向性

　３小学校においても同システムを導入し、情報の漏えい防止や校務の負担軽
減を図りたい。

総 合 評 価 完了

　校務負担の効率化や情報セキュリティー強化を
図るためのシステム導入であり、導入後はシステ
ムのメンテナンス及びリース料の負担が発生す
る。

学校教育課（校務支援システム整備事業）


